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第 7章　上司と高い信頼関係を築くには

1節　はじめに

　第 6章で明らかにしたことは、2つある。第 1は、上司からの支援期待を高めることが、

高齢者による仕事の発揮度を高めること。第 2は、上司と高齢者の交換関係の質が高い場合

に、現役世代の成長を見据えた行動が期待できることである。この効果から先進企業では、

高齢者が就業する職場の業務内容や担当者の人間性を熟知した人材を配置し、上司と高齢者

を対象に面談を実施するものと考えられる。しかし、第 6章では不明な点が 2つある。第 1

は、なぜ定年前から高齢者とその上司の両者に面談を行うのか、第 2は、面談機会は高齢期

に一度限りではなく、なぜ定期的（継続的に）に実施するのかという点である。第 7章では、

団塊世代調査のパネルデータを用いて、この検証を進めることにしたい。

　本章の構成を述べよう。次節では、高齢者が上司から支援される感覚・水準は何によって

決定されるのか、①上司属性、②上司と高齢者間の関係、③高齢者の職務行動、④高齢者の

労働条件、以上の変数との関係を検討する。3節では、高齢者への期待水準は、現在に至る

高齢者の行動の履歴・蓄積により影響を受けることから、その行動は会社や上司が修正・補

正できるのか、否かを検証する。4節では、第 6章の結果も踏まえ、先進企業が、①定年前

から（開始時期）、②継続的に（実施時期）、③上司と高齢者（支援対象）に支援する意義を

明らかにしたい。

2節　上司から支援を受けるのは

（1）分析枠組み

　本節では、上司から支援を受ける（と認知する）高齢者の特徴を捉える。①上司―部下の

交換関係、②高齢者の職務行動、③上司－部下の属性、以上に関わる研究の一部を踏まえて

分析の枠組みを提示する。

a. 上司―部下の交換関係

　LMX研究や VDL研究では、上司に労働力や時間等の資源制約があるため、部下の数だけ

上司が選択する管理方法が存在することを理論構築の基礎におく。前者の研究は、交換関係

の始点を上司・部下のいずれかを問わなく、交換関係を上司と部下の関係に固定しない。開

始が上司であっても、返報性の原理に基づき、部下がそれに応えるという関係もある。他方

で、後者の研究では、始点は部下となる。部下の成果に応じて、上司は裁量を与える。その

結果、両者の間に信頼を形成する（Bauer & Green 1996; Scandura, Graen & Novak 1986）。
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更に、信頼あるメンバーは追加的な責任や義務を受け入れ、その代りに、多くの裁量や特別

の処遇を受けることで補償される（Danserueau, Graen & Haga 1975）。このような差はある

が LMX研究と VDL研究の成果を踏まえると、高齢者の期待水準が高いこと、仕事への裁量

性が高く、労働条件の交渉が可能である場合には、上司から高い支援を受けられる期待（以

下、「上司からの支援認知」と記述）があるという信頼関係が成立していると考えられる。

　仮説 1-1：高齢者の期待水準の高さと上司からの支援認知には、正の関係がある。

　仮説 1-2：高齢者への仕事上の裁量の高さと上司からの支援認知には、正の関係がある。

　仮説 1-3：労働条件の交渉機会と上司からの支援認知には、正の関係がある。

b. 職務行動

　高齢者に期待される役割は、主に①第一線で活躍すること、②現役世代を支援することの

2種がある（大木・鹿生・藤波 2014）。その役割に応じて、上司から信頼される仕事への姿勢・

成果も 2種あると考えられる。第 1は、与えられた職場環境下で仕事の成果を高める努力

をすること（「熟考」）、第 2は、現役世代が高い成果を挙げられるように支援することであ

る（「尊重」）。

　時系列データから、リーダーとメンバー間の増加的・累積的な相互関係を分析した Bauer 

& Green（1996）によれば、メンバーの成果はリーダーからの委任を促進し、逆の関係は見

られない。メンバーの成果を受けて、リーダーが支援の水準を決め、両者の信頼関係が構築、

維持される。これは、両者の対応で変化しうる。

　この結果を踏まえると、現在に至る高齢者の仕事に対する姿勢・態度に応じて、上司が高

齢者への信頼の水準を定め、かれらへの支援の強度を決めることが考えられる。高齢者の場

合、新入社員や現役世代と異なり、当該企業での就業期間も長いことから、職務行動の情報

も蓄積されている。その評判を他の従業員が認知する可能性は高い。前述したように、高齢

期に期待される役割は、①努力をすること、②現役を支援することの 2種である。「熟考」「尊

重」行動の実績があれば、上司は安心して高齢者に仕事を任せられる。役割の期待水準に関

係なく、これらの行動を求めるために、上司は支援水準を高めることが考えられる。

　仮説 2-1： 期待水準に関係なく、前年度の高齢者の熟考行動と、上司からの支援認知には

正の関係がある。

　仮説 2-2： 期待水準に関係なく、前年度の高齢者の尊重行動と、上司からの支援認知には

正の関係がある。

　仕事への挑戦を続け、安心して仕事を任せられる高齢者には、上司は高齢者が活躍できる

役割を設定・拡充することもある。例えば、圧縮機製造に携わってきた技能者の技能を活か

すために、試作品の開発部門の上司が部署異動を求め、開発技術者への指導役を任せること

もある（森田・永野・田中・内田・木村・山路・鹿生 2010 a）。このように、仕事への挑戦

を続けた高齢者は、その行動と業績を評価された結果、現役世代と比べて高い役割を期待さ

れ、上司と高い信頼関係を構築・維持することが考えられる。
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　仮説 2-3：高齢者の前年の熟考行動と、上司からの期待水準の高さには、正の関係がある。

c. 上司―部下の属性

（a）年齢差

　上司や部下の各々の属性ではなく、上司と部下の関係性・組み合わせが、結果要因である

職場業績への上司の評価、職務満足、ワークストレス、離職、上司・部下の交換関係（LMX）

を説明する要因として分析されてきた。上司と部下間は、類似する属性に魅力を感じるとい

う枠組み（「類似魅力パラダイム」：Ostroff & Atwater 2003; Tsui & O'reillyⅢ 1989、等）、上

司と部下の年齢の逆転現象が地位の不一致を認知させる枠組み（「地位不一致アプローチ」：

Perry, Kulik & Zhou 1999、等）が用いられてきた。説明変数は、人種、性別、教育水準、テ

ニュア、年齢等の人口統計学の変数（Bauer & Green 1996; Liden & Wayne 1993; Ostroff & 

Atwater 2003 ; Tsui & O'reillyⅢ 1989; Turban & Jones 1998）に限らず、知覚に基づく価値観（労

働観）の類似性（Turban & Jones 1998）、肯定的感情の類似性（Bauer & Green 1996）といっ

た認知領域の類似性も検討されてきた。

　高齢者雇用が進むと、年下の上司に仕える高齢者が増加する。先行研究では、若い上司の

下で働く年配者は、上司の勤労観に失望し、上司のリーダーシップ行動への期待や評価が

低く、部下の期待・評価が上司のパフォーマンスに影響を与える可能性があること（Collin, 

Hair, Rocco 2008）。上司よりも年齢が高い部下は地位の不一致を認知し、上司が高い地位を

占有するときには欠勤や転職といった否定的な行動をとること（Perry, Kulik & Zhou 1999）

等の問題が指摘されてきた。上司への期待や評価の低さ、職場への否定的な行動は、上司か

らの評価を下げるため、上司による支援の水準が弱まることが考えられる。

　更に、価値観の類似性の観点からも、年齢差の効果が推測できる。上司による類似性の評

価と部下による類似性の評価が高い場合、部下は役割曖昧性が低く、自信を持ち、上司に信

頼を寄せ、上司に大きな影響を与えると感じる（Turban & Jones 1998）。上司と部下の年齢

差が大きくなると、育成された職場環境が異なる可能性は高まる。例えば、業務の拡大傾向

にある時代に生まれた世代と、縮小を余儀なくされる世代の間には仕事へのアプローチの方

法、働く意識や態度が異なることが考えられる。年齢差が両者の価値観に差を生じさせる可

能性がある。上司は資源制約があるため、価値観が類似する従業員への支援を強め、他方で

価値観が異なる高齢者への支援水準を弱めることが考えられる。以上から、

　仮説 3：上司と部下の年齢差と上司からの支援認知には、負の関係がある。

（b）管理経験

　人間は合理的であろうとしてもそれには限界がある。能力に限界があるため、上司と部下

である高齢者との間には情報の偏在が存在する。高齢者との業務経験が長ければ、情報の偏

在は解消されやすく、高齢者の勤務態度や希望、性格、得意分野・不得意分野の理解が進み、

上司は的確な支援ができるようになると考えられる。また、同じ職場で同様の仕事を担当す

る期間が長ければ、お互い親密さを感じる（Perry, Kulik & Zhou 1999）可能性は高まる。こ



－　143　－

の結果、信頼関係が構築される可能性が高まる。以上 2点を踏まえると、

　仮説 4：当該高齢者への管理経験の長さと、上司からの支援認知には、正の関係がある。

（c）相対的な業務遂行能力

　上司の育成のために、業務遂行能力の高い高齢者を支援・指導役として配置することもあ

る。上司の業務遂行能力よりも高齢者の業務遂行能力が高い場合、現役世代と比べて、期待

水準の高い仕事を任される可能性が高い。要求水準の高い役割を求められる職場に配置され

る高齢者は活躍の場が与えられるため、上司からの期待が高くなり、上司から支援される関

係を築くことが考えられる。

　仮説 5-1：高齢者の管理能力の高さと、上司からの支援認知には、正の関係がある。

　また、高齢者の担当業務は上司ではなく、企業全体の要員計画に基づいて決定される。結

果的に、現役世代が担当しない役割を提示されることもある。担当業務レベルを問わず、上

司の管理能力が高ければ、上司の裁量の範囲で、これまで高齢者が培った能力を再評価した

後に、活躍できる場を提示し、かつその役割を完遂できる職場環境を整えることもできる。

例えば、前川製作所の管理能力の高い上司は、プラント設計と営業経験のある高齢者に、設

備機械のメンテナンス方法や注意点の指導に限らず、顧客への接し方を含めた指導役を任せ

ている。指導を円滑に進めるために、1人工の仕事でも 2人で担当させ、現場での指導を徹

底させている。更には、指導を受ける現役世代には高齢者との接点の持ち方、指導の受け方

を教示し、高齢者が仕事を行いやすい環境を整えている。ここから、

　仮説 5-2： 高齢者への期待水準と無関係に、上司の管理能力の高さと、上司からの支援認

知には、正の関係がある。

（2）サンプル

　以上の仮説を検証するために、2013年調査と 2012年調査を用いる。調査対象は、2013

年時点で①雇用者、②企業や公的機関勤務者、③（3）で投入する設問の回答者、以上に該

当する 300名である。

　分析対象は、2013年調査時点で、対象者の平均年齢は 64.3歳（s.d = 0.93）、男女の構成

比は、男性が 84.0%、女性が 16.0%である。雇用形態の構成比は「正規の職員・従業員」

が 32.7%、「出向社員」3.0%、「契約社員」24.3%、「嘱託社員」14.7%、「パート」17.7%、「ア

ルバイト」7.3%、「派遣スタッフ」0.3%となっている。役職は「役員クラス＋部長クラス」

は 11.0%、「課長クラス」4.7%、「係長・主任クラス」5.7%、「役職なし」70.3%、「その他」

8.3%である。勤務先の従業員規模の構成は、「10人以下」は 10.7%、「11～ 30人」10.0%、「31

～ 50人」9.7%、「51～ 100人」11.0%、「101～ 300人」18.0%、「301～ 500人」4.3%、「501

～ 1000人」5.7%、「1001人以上」25.0%、「わからない」5.7%である。仕事内容の構成比

は「管理的な仕事」が 12.7%、「専門的・技術的な仕事」17.0%、「事務的な仕事」24.7%、「販売・

営業の仕事」7.0%、「サービスの仕事」12.0%、「保安の仕事」4.3%、「生産工程の仕事」3.0%、
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「運輸・機械運転の仕事」4.3%、「建設・採掘の仕事」0.7%、「運搬・清掃・包装などの仕事」

6.0%、「その他」8.3%となっている。勤続年数の構成比は、「1～ 3年未満」6.3%、「3～ 5

年」13.3%、「5～ 10年未満」15.0%、「10～ 20年未満」18.3%、「20年以上」29.0%となっ

ている。

（3）変数の説明

a. 上司支援認知（被説明変数）

　直属上司から期待できる支援状況は、「あなたが仕事に取り組めるように、あなたの意を

汲んで、自分の時間や人脈を使って就業環境を整えてくれるか」を尋ねている。選択肢は、「そ

う思う」を 4点～「全く、そう思わない」を 1点とした 4点尺度で捉えている。平均値は「2.61」

（s.d. = 0.73）である。

b.　2012年職務行動（説明変数）

　職務行動の評価と上司からの支援状況との関係を検討するため、前年度の職務行動を捉え

る。仕事への積極性を捉える「熟考」と現役世代との役割を意識する「尊重」の職務行動を

対象とする。「熟考」は「自分の仕事に問題がないかどうか考えながら仕事をしている」と

いう設問に、「あてはまる」（5点）～「あてはまらない」（1点）から回答する 5点尺度と

している。平均値は「3.82点」（s.d. = 0.68）。「尊重」は「年下の人と意見がぶつかったとき、

相手の意見を尊重するようにしている」という設問に、上記と同じ 5点尺度の選択肢を設け

ている。平均値は「3.63点」（s.d. = 0.66）であった。

c. 上司能力（説明変数）

　直属上司の管理能力・業務遂行能力の高さを、回答者との比較から捉えている。「あなた

の直属上司よりも、あなたが上司の役割を担うほうが高い成果を挙げられると思う」かを尋

ねた設問で、「あなたの方が、成果は大幅に高くなる」を「5点」～「あなたの方が、成果

は大幅に低くなる」を「1点」とする 5点尺度の回答を用いている。平均値は「2.98点」（s.d 

= 0.82）である。

d. 上司・部下通算年数（説明変数）

　直属上司との上司・部下の関係になってからの通算年齢を選択式で回答する設問を設けて

いる。選択肢から中位数を算出し、「3か月未満」を「0.25」、「3か月～ 6か月未満」を「0.375」、「6

か月～ 1年未満」を「0.75」、「1年以上～ 2年未満」を「1.5」、「2年以上～ 3年未満」を「2.5」、

「3年以上～ 5年未満」を「4」、「5年以上」を「6」とした。平均値は「3.13年」（s.d. = 2.81）

である。

e. 上司・部下の年齢差（説明変数）

　直属上司と回答者の年齢差を算出している。選択肢から、「あなたよりも、2歳以上～ 5

歳未満、年上である」「あなたよりも 5歳以上、年上である」「あなたと同じくらいである」

を「0」、「2歳以上～ 5歳未満、年下である」を「3.5」、「あなたよりも、5歳以上～ 10歳未満、
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年下である」を「7.5」、「あなたよりも、10歳以上～ 20歳未満、年下である」を「15」、「あ

なたよりも、20歳以上、年下である」を「25」とする中位数を算出した。平均値は「8.74歳」

（s.d =8.09）である。

f. 仕事裁量（説明変数）

　仕事の裁量を「手順・方法」「時間」「場所」の 3種から捉えている。それぞれの裁量について、

「自由に決められる」を「4点」～「自由に決められない」を「1点」とし、合計点を算出した。

平均値は「6.73点」（s.d = 2.08）である。

g. 期待水準（説明変数）

　直属上司から求められる仕事の難易度を、現役世代の正社員との比較から捉えている。「現

役世代の正社員よりも、かなり高い期待」は「5点」～「かなり低い期待」は「1点」とし

ている。平均値は「3.04点」（s.d. = 0.98）である。

h. 労働条件交渉機会（説明変数）

　会社側と相談できる条件について、選択肢を設けている。項目別にダミー変数を作成して

いる。①担当する業務内容は「担当業務内容」のラベルを張る。平均値は「0.23」（s.d = 0.42）

である。②勤務日や勤務日数、勤務時間は「勤務日・時間」とし、平均値は「0.36」（s.d. = 0.48）。

③残業時間は「残業時間」とし、平均値は「0.08」（s.d. = 0.27）。④出張は「出張」とし、

平均値は「0.04」（s.d. = 0.20）。⑤勤務地は「勤務地」とし、平均値は「0.07」（s.d. = 0.25）。

⑥個人の業務目標は「本人業務目標」とし、平均値は「0.08」（s.d. = 0.27）。⑦職場の業務

目標は「職場業務目標」とし、平均値は「0.04」（s.d. = 0.20）。⑧賃金水準や契約額は「賃

金水準・契約額」とし、平均値は「0.08」（s.d. = 0.27）。⑨契約形態（雇用形態・請負契約）

は「契約形態」とし、平均値は「0.13」（s.d. = 0.34）。⑩配属先の部署は「配属先部署」とし、

平均値は「0.04」（s.d. = 0.20）。⑪仕事のやり方や進め方は「進め方・裁量」とし、平均値は「0.19」

（s.d = 0.39）である。

i. 勤続年数（統制変数）

　高齢期全般の取り組みを捉えるため、勤続年数を統制変数として投入する。勤続年数は「1

年未満」を「1」とし、それ以上を「0」とするダミー変数である。平均値は「0.06」（s.d. = 

0.24）である。

j. 就業可能年数（統制変数）

　今の会社での就業可能年齢の中位数から現在の年齢を引いた値を算出する。1年未満であ

れば、「1」、1年以上であれば「0」とするダミー変数である。平均値は「0.34」（s.d = 0.48）

である。
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（4）分析結果

　変数間の相関関係を見たのが、図表 7－ 1である。上司支援認知と相関が高いのは、貢

献期待度（r = 0.322）、裁量度（r = 0.239）、労働条件交渉（担当業務内容 r = 0.152）、労働

条件交渉（本人業務目標 r = 0.142）である。上司と部下との間に質の高い交換関係を示す

変数間で弱い相関がみられる。

　次に、これらの変数を説明変数とし、上司からの支援認知を被説明変数とした順序回帰

分析の結果は、図表 7－ 2である。高齢期の就業期間全般の取り組みの効果を捉えるため、

勤続年数と雇用可能期間を統制変数に投入している。

図表 7－ 2　上司への支援認知の決定要因

― 順序回帰分析（N=300）―

被説明変数：上司への支援認知 尊重 熟考

統制変数 勤続１年未満 0.356 0.299 

就業可能１年以内 -0.240 -0.198 

説明変数 2012年職務行動 0.219 ** 0.038 

上司能力 0.079 0.095 

上司・部下通算年数 0.025 0.021 

年齢差 -0.011 -0.011 

仕事裁量 0.083 ** 0.080 **

貢献期待度（ref.5　正社員よりかなり高い期待 )

貢献期待度４　 -0.462 -0.540 *

貢献期待度３　正社員と同程度の期待 -0.840 *** -0.901 ***

貢献期待度２ -0.824 *** -0.886 ***

貢献期待度１　正社員よりかなり低い期待 -1.970 *** -2.052 ***

交渉（担当業務内容） 0.295 * 0.282 

交渉（勤務日・時間） 0.052 0.077 

交渉（残業時間） 0.218 0.209 

交渉（出張） -0.227 -0.155 

交渉（勤務地） 0.138 0.165 

交渉（本人業務目標） 0.312 0.317 

交渉（職場業務目標） 0.251 0.311 

交渉（賃金水準・契約額） 0.156 0.159 

交渉（契約形態） -0.215 -0.234 

交渉（配属先部署） -0.14 -0.193 

交渉（進め方・裁量） 0.001 -0.036 

Cox & Snell 0.222 0.212

カイ二乗 75.87 *** 70.925 ***

N 300 300

　　　　　　注：***P＜ 0.01;  **P＜ 0.05;  *P＜ 0.1



－　148　－

　分析結果をみると、尊重行動を説明変数に投入した場合（左段）、支援認知と関係がある

のは、2012年尊重行動（＋）、仕事の裁量度（＋）、貢献期待度（＋）である。熟考行動を

説明変数に投入した場合（右段）、仕事の裁量度（＋）、貢献期待度（＋）と正の関係があった。

　仮説 1-1～ 1-3は、上司と高い交換関係を築く変数との関係をみている。仮説 1-1は期待

水準の高さとの関係を示しており、仮説は支持された。仮説 1-2は仕事に与えられた裁量（時

間・手段・場所）との関係を示しており、この仮説も支持された。仮説 1-3は労働条件の交

渉項目との関係を示しているが、尊重行動を投入した左段のみ有意な関係があった。この仮

説は一部支持された。

　仮説 2-1と 2-2は、期待水準のレベルとは無関係に、前年度の職務行動と上司からの支援

認知の関係をみている。仮説 2-1は前年度の熟考行動を対象とするが、統計的に有意な関係

はなかった。仮説 2-1は棄却された。仮説 2-2は、前年度の尊重行動を対象とする。尊重行

動と上司からの支援認知との間には、有意な関係があった。この仮説は支持された。

　仮説 3は、上司が高齢者と比べて何歳年下なのかを示した「上司と部下の年齢差」と上司

からの支援認知との関係を示している。この変数と被説明変数との間には統計的に有意な差

はない。この仮説は棄却された。

　仮説 4は、上司による当該高齢者の管理経験を示した「上司と部下関係の経験年数」と上

司からの支援認知との関係を示している。この変数と被説明変数との間に統計的な有意差は

なかった。この仮説は棄却された。

図表 7－ 3　貢献期待度の決定要因

― 順序回帰分析（N=300）―

被説明変数：貢献期待度 尊重 熟考

統制変数 勤続１年未満 0.018 -0.119 

就業可能１年以内 -0.041 -0.016 

仕事裁量 0.077 ** 0.068 **

交渉（担当業務内容） 0.003 -0.006 

説明変数 2012年職務行動 0.178 * 0.376 ***

上司能力 -0.407 *** -0.398 ***

上司・部下通算年数 0.044 0.042 

年齢差 -0.010 -0.012 

Cox & Snell 0.138 0.174

カイ二乗 44.655 *** 57.392 ***

N 300 300

　　　　　　注：***P＜ 0.01;  **P＜ 0.05;  *P＜ 0.1
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　仮説 5-2は、期待水準の高さと無関係に、上司の業務遂行能力と上司からの支援認知との

関係を示している。この変数と被説明変数との間に統計的な有意差はなかった。この仮説は

棄却された。

　次に、期待水準の高さと、熟考行動（仮説 2-3）、上司能力（高齢者の相対的な業務レベル：

仮説 5-1）との関係をみることにする。図表 7－ 3の期待水準を被説明変数とした順序回帰

分析の結果は、図表 7－ 3である。図表 7－ 2で投入した統制変数に加え、高い交換関係

を示す変数である裁量度と交渉（担当業務内容）を統制変数に加えている。分析結果をみる

と、上司能力とは貢献期待度とは負の関係（高齢者の相対的な業務レベルの高さとは正の関

係）、熟考行動とは正の関係が見られた。

　仮説 2-3は前年度の熟考行動と上司からの貢献期待度との関係を示している。両者には正

の関係があるため、仮説は支持された。

　仮説 5-1は、上司と比べた高齢者の相対的な管理能力の水準と、上司からの貢献期待度と

の関係を示している。上司の管理能力の高さと、上司からの貢献期待度との関係は負の関係

があった。仮説は棄却された。

（5）小括～議論

　分析結果から明らかになったことを整理しよう。第 1は、上司と部下の属性変数に関する

ことである。①上司と部下の年齢差、②上司による当該高齢者の管理経験、③上司の管理能

力と、上司からの支援認知には統計的に有意な関係はなかった。高齢期全般をみると、年下

の上司であっても、上司に当該高齢者への管理経験が短くても、上司の管理レベルが低くて

も、上司から受けられる支援の期待度には差はないことを示す。高齢期全般に亘って戦力化

を図る場合、上司の年齢や上司の管理能力、上司と部下の業務経験は考慮する必要はないこ

とがわかる。

　しかし、今回は分析を行わなかったが、初期の関係構築時において、これらの変数が支援

関係を構築する基礎となる可能性がある。例えば、上司と部下の感情の類似性と LMXの発

達過程を分析した Bauer & Green（1996）は、感情的類似性と LMXとには正の相関関係が

あることを指摘している。しかし、成果変数や委任状況を投入すると、その関係は消える。

このため、感情的類似性は、早期の相互作用の型に影響を与え、成果に影響を与えると捉え

ている。同様に、初期の関係構築に属性変数が影響を与え、上司と部下の関係構築を促進す

る可能性も存在する。高齢期の雇用期間は短く、活用成果を会社や職場が享受するためには

短期に戦力化を図る必要がある。この検討は今後の課題としたい。

　第 2は、前年度の職務行動との関係である。前年度の尊重行動と上司からの支援認知、前

年度の熟考行動と期待水準の高さとは正の関係があった。更に期待水準の高さは、上司から

の支援認知と強い正の関係が見られる。これらを踏まえると、上司が支援行動を決めるルー

トは、高齢者の尊重行動と熟考行動では異なるといえる。熟考行動をとる高齢者は、業務水
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準の高い仕事を引き受けることにより、上司から支援を受けられる関係が成立する。次は、

現役世代の成長を意識して役割を決める行動である。「尊重行動」をとる高齢者は、期待さ

れる業務水準に関係なく、上司から支援を受けられやすい。高齢者は自己利益を追求せずに

上司や現役世代への支援を引き受けることから、事業継続性の観点から上司が安心して仕事

を任せ、かつ職場環境を上司が整えるためと考えられる。

　重要な点は、前年度のいずれの行動も、翌年度の上司による支援水準に影響を及ぼすこと

である。Bauer & Green（1996）の分析結果と同様に、上司は高齢者の成果に応じて支援水

準を決めることが確認できる。高齢者の戦力化には、前年度の職務行動を引き出す対策の効

果と内容を検討しなければならない。そこで次節では、職務行動の決定要因を分析する。

3節　職務行動を決めるのは

（1）分析枠組み

　前節では、上司の支援水準は、高齢者の前年度の職務行動が影響を与えていることを明ら

かにした。本節も同様に、仕事に挑戦する「熟考行動」と現役世代の支援活動を示唆する「尊

重行動」に着目する。求められる対策を検討するため、①職務行動が変化する可能性、②変

化を促す会社と上司の対策、③対策の効果、以上 3点を検討する。この分析結果からも、定

年前からの対策の必要性と、対策を継続する意義が明らかになる。

a. 職務行動の変容の可能性

　高齢者や上司へのヒアリングを行う前川製作所の担当者への聞き取り調査からは、高齢者

の就業意識は劇的に変わらないという認識をもつことを明らかにしている（鹿生 2012）。こ

のため、高齢期に入る前の 50歳時点で、周囲からの評価を社員に伝え、行動変容を求める

研修を行う。この状況を踏まえると、60歳代中盤を迎える団塊世代の雇用者は、これまで

の勤務態度や仕事への関わり方を大きく変えられず、一年前と同じ職務行動を続けることが

考えられる。

　仮説 6-1：現時点の熟考行動と一年前の熟考行動には、高い正の関係がある。

　仮説 6-2：現時点の尊重行動と一年前の尊重行動には、高い正の関係がある。

b. 会社と上司の対策

（a）熟考行動と対策の関係

　現役時代と比べて高齢者の場合、就業を通じて活躍できる機会は相対的に少なくなる。加

えて年齢が高くなれば、金銭的な動機は低くなり、社会的なつながりや仕事自体への興味か

ら就業を選択する傾向が高まる（本報告書第Ⅰ部）。①会社や職場が高齢労働力に期待する

ことを従業員に伝えること、②会社や職場が高齢者の活躍を支援するために現役世代へ働き

かけること、以上により、高齢者が働きやすい環境の基盤ができる。更に、会社や職場で新
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たな仕事や今の仕事で挑戦する機会があれば、仕事への意欲は高まることが考えられる。

　仮説 7：会社と上司による対策の実施状況と、高齢者の熟考行動には正の関係がある。

（b）尊重行動と対策の関係

　熟考行動は、内省して努力を投じる行動である。一方で、尊重行動は現役世代との役割分

担を意識し、現役世代の成長を妨げないようにする行動である。高齢者の活用により、中長

期的に職場の生産性が低下する問題が起こりえる。組織のなかで相対的に高齢者のスキルレ

ベルが高ければ、高齢者は今の仕事を継続でき、かつ賃金や勤務時間の労働条件は良好な条

件を享受できる。高齢者がこの状態に価値をおくとすれば、それを維持するために、以下の

方法をとることが考えられる。例えば、①現役世代の成長に必要な課業を占有し、②現役へ

の指導を怠るなど、現役の成長を支援しないこと、③その他には、会社や上司からの情報ま

たは会社や上司への情報をコントロールし、社内での立場を維持する等のインフルエンス活

動を行うこと、などが想定される。この行動が頻繁に起これば、現役世代への仕事の移譲が

滞り、高齢者の人件費増や事業継続性のリスクを高めること。更に、経験や知識を蓄積して

きた技術や手法などを放棄し、他の技術や手法を新たに確立するコストも発生する。加えて、

高齢者のインフルエンス活動に巻き込まれ、現役世代のやる気が低下すること。以上を含む

問題が発生しうる。その問題に対して、会社や上司が高齢者の新たな役割に価値を見いだし、

新たな業務に挑戦することに、会社や上司が支援する意志や能力があれば、現役世代と異な

る役割への転換が持続的に行われると考えられる。ここから、

　仮説 8：会社や上司による支援と、高齢者の尊重行動には正の関係がある。

（2）サンプル

　職務行動の変化を捉えるため、団塊世代調査の 2012年調査と 2011年調査を用いる。前

年度の行動変化をとらえるため、対象は 2012年調査時点で、①雇用形態は雇用者、②勤務

先は企業・公的機関、③勤続 1年以上に該当する 411名を分析対象とする。

　分析対象は、2012年調査時点で、対象者の平均年齢は 63.4歳（s.d. = 0.87）、男女の構成比は、

男性が 83.2%、女性が 16.8%である。雇用形態の構成比は「正規の職員・従業員」が 41.4%、「出

向社員」1.2%、「契約社員」23.4%、「嘱託社員」13.4%、「パート」14.8%、「アルバイト」3.9%、

「派遣スタッフ」1.2%、「その他」0.7%となっている。役職は「役員クラス＋部長クラス」は

14.4%、「課長クラス」6.3%、「係長・主任クラス」4.1%、「役職なし」68.1%、「その他」7.1%

である。勤務先の従業員規模の構成は、「10人以下」は 9.0%、「11～ 30人」10.9%、「31～ 50人」

9.5%、「51～ 100人」10.2%、「101～ 300人」16.8%、「301～ 500人」5.1%、「501～ 1000人」

6.8%、「1001人以上」26.5%、「わからない」5.1%である。仕事内容の構成比は「管理的な仕事」

が 13.1%、「専門的・技術的な仕事」20.9%、「事務的な仕事」22.9%、「販売・営業の仕事」7.1%、

「サービスの仕事」7.5%、「保安の仕事」3.6%、「農林・漁業の仕事」0.2%、「生産工程の仕事」4.9%、

「運輸・機械運転の仕事」5.1%、「建設・採掘の仕事」1.5%、「運搬・清掃・包装などの仕事」3.9%、「そ
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の他」9.2%となっている。勤続年数の構成比は、「1～ 3年未満」14.6%、「3～ 5年」14.6%、「5

～ 10年未満」18.2%、「10年以上」52.6%となっている。

（3）変数の説明

a. 職務行動

　前節で説明したように、仕事への努力の傾倒を示す「熟考」と現役世代との役割を意識す

る「尊重」の職務行動を対象とする。「熟考」は 2011年調査、2012年調査共に、「自分の仕

事に問題がないかどうか考えながら仕事をしている」という設問に、「あてはまる」（5点）

～「あてはまらない」（1点）から回答する 5点尺度としている。2011年調査の平均値は「3.81

点」（s.d. = 0.69）、2012年は「3.79点」（s.d. = 0.70）であった。「尊重」は 2011年調査、

2012年調査共に、「年下の人と意見がぶつかったとき、相手の意見を尊重するようにしてい

る」という設問に、上記と同じの5点尺度の選択肢を設けている。2011年調査の平均値は「3.52

点」（s.d. = 0.68）、2012年は「3.58点」（s.d. = 0.69）であった。

b. 2012年会社取り組み（説明変数）

　会社の取り組みを 2つから捉える。第 1は、会社が高齢者を活用する意欲を従業員に示

す「2012年企業活用伝達」である。「勤務先では、高齢者が必要であることを従業員に伝え

ている」という設問に、「あてはまる」（5点）～「あてはまらない」（1点）から回答する 5

点尺度としている。平均値は、「2.82点」（s.d = 0.99）である。第 2は、高齢者にも成長機

会を与える「2012年企業成長機会」である。「勤務先では、仕事を通じて成長する機会が与

えられる」という設問に、上記と同じ 5点尺度の選択肢を用意している。平均値は、「2.90点」

（s.d = 0.92）である。

c. 2012年上司取り組み（説明変数）

　上司の取り組みを 2つから捉える。第 1は、高齢者の役割を他の従業員に伝え、高齢者

の活動を周知し、役割発揮を支援する「2012年上司役割伝達」である。「上司は、私の役割

を、他のメンバーに広く伝えてくれる」という設問に、「あてはまる」（5点）～「あてはま

らない」（1点）から回答する 5点尺度としている。平均値は、「3.16点」（s.d. = 0.98）。第

2は、仕事で意見を尊重し、挑戦する機会を提供する「2012年上司意見尊重」である。「上

司は、意見の食い違いがあったとき、私の考え方を試させてくれる」という設問に、上記と

同じ 5点尺度の選択肢を設けている。平均値は「3.04点」（s.d. = 0.93）である。

d. 職位ダミー（統制変数）

　2012年調査から、職位が係長以上を「1」とし、それ以下を「0」とするダミー変数を設けた。

平均値は 0.25点（s.d. = 0.43）である。

e. 職種ダミー（統制変数）

　2012年調査から、職種が管理的な仕事と専門的・技術的な仕事を担当する人を「1」、そ

れ以外を「0」とするダミー変数を設けた。平均値は「0.34点」（s.d. = 0.47）である。
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（4）分析結果

　変数間の相関分析の結果は、図表 7－ 4である。「2012年熟考行動」と相関が高いのは、

本人行動である「2011年度熟考行動」（r = 0.498）、上司の対策である「2012年上司意見尊重」（r 

= 0.300）と「2012年上司役割伝達」（r = 0.271）、会社の対策である「2012年企業成長機会」（r 

= 0.241）と「2012年企業活用伝達」（r = 0.164）の順となっている。「2012年尊重行動」と

相関が高いのは、本人行動である「2011年尊重行動」（r = 0.554）、上司の対策である「2012

年上司役割伝達」（r = 0.214）、会社の対策である「2012年企業成長機会」（r = 0.202）の順になっ

ている。

図表 7－ 4　相関分析（N=411）

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) 平均値 標準偏差
(1) 職種ダミー 0.34 0.70 
(2) 職位ダミー 0.502** 0.25 0.69 
(3) 2012年熟考 0.160** 0.145** 3.79 0.68 
(4) 2012年尊重 0.068 0.036 0.407** 3.81 0.69 
(5) 2011年熟考 0.039 0.064 0.498** 0.278** 3.52 0.99 
(6) 2011年尊重 -0.012 0.009 0.295** 0.554** 0.354** 3.58 0.92 
(7) 2012年企業活用伝達 0.132** 0.096 0.164** 0.124** 0.174** 0.095 2.82 0.98 
(8) 2012年企業成長機会 0.204** 0.243** 0.241** 0.202** 0.205** 0.086 0.452** 2.90 0.93 
(9) 2012年上司役割伝達 0.205** 0.238** 0.271** 0.214** 0.212** 0.103* 0.438** 0.602** 3.16 0.47 

(10) 2012年上司意見尊重 0.180** 0.255** 0.300** 0.154** 0.217** 0.084 0.341** 0.583** 0.797** 3.04 0.43 

注：**P＜ 0.01;  *P＜ 0.05

図表 7－ 5　職務行動の決定要因

― 階層的重回帰分析（N=411）―

被説明変数：２０１２年尊重 標準化係数 標準化係数
説明変数 2011年尊重行動 0.554 *** 0.538 ***

2012年企業活用伝達 -0.026 
2012年企業成長機会 0.114 **
2012年上司役割伝達 0.161 **
2012年上司意見尊重 -0.077 

統制変数 2012年職種ダミー（管理・技術ダミー） 0.056 
2012年職位ダミー（係長以上ダミー） -0.041 

調整済み R ２ 0.307 *** 0.331 ***
△ R ２ 0.036 ***
F値 181.28 *** 30.039 ***
N 411 411

被説明変数：２０１２年熟考
説明変数 2011年熟考行動 0.498 *** 0.451 ***

2012年企業活用伝達 0.002 
2012年企業成長機会 0.026 
2012年上司役割伝達 0.012 
2012年上司意見尊重 0.154 **

統制変数 2012年職種ダミー（管理・技術ダミー） 0.098 **
2012年職位ダミー（係長以上ダミー） 0.018 

調整済み R ２ 0.246 *** 0.286 ***
△ R ２ 0.051 ***
F値 134.554 *** 24.515 ***
N 411 411

注：***P＜ 0.01;  ** P＜ 0.05;  *P＜ 0.1



－　154　－

　各々の職務行動を被説明変数とした階層的重回帰分析の結果は、図表 7－ 5である。

　最初に、2012年尊重行動の結果をみると、前年度の尊重行動が最も強く影響を与え（r = 

0.538; p ＜ 0.01）、次いで「2012年上司役割伝達」（r = 0.161; p ＜ 0.05）、「2012年企業成

長機会」（r = 0.114; p ＜ 0.05）の対策と「正」の関係がある。

　次に、2012年熟考行動の結果をみると、尊重行動同様に、前年度の熟考行動が最も強く

影響を与え（r = 0.451; p ＜ 0.01）、次いで「2012年上司意見尊重」（r = 0.154; p ＜ 0.05）

との間に「正」の関係がある。

　仮説 6-1と 6-2は、前年度の職務行動と現時点の職務行動の関係を示している。熟考行動

と尊重行動共に、前年度の各行動と高い正の関係があった。仮説 6-1と仮説 6-2は支持された。

　仮説 7は、会社と上司の取り組みと、高齢者の熟考行動との関係を示している。熟考行動は、

上司による挑戦機会の提供を意味する「2012年上司意見尊重」と正の関係があった。会社

の対策とは関係がなかったことから、仮説は一部支持された。

　仮説 8は、会社と上司の取り組みと、高齢者の尊重行動との関係を示している。尊重行動は、

上司による役割提示とその支援を意味する「2012年上司役割伝達」と、会社による活躍場

の提供を示す「2012年企業成長機会」との間に、正の関係があった。一部の対策とは関係

がなかったことから、仮説は一部支持された。

（5）小括～議論

　ここまでに明らかになった要点を整理しよう。第 1は、行動の可塑性の低さである。熟考

行動と尊重行動はいずれも、前年度の行動に大きな影響を受けていた。これは会社・上司の

対策の変数を投入しても、同じ傾向を示していた。この結果から、職務行動の可塑性は低い

と結論づけられる。職務行動はこれまでのキャリアや経験が蓄積された結果である。他方で、

上司は高齢者の行動に応じて支援水準を決める。更には、上司からの支援水準の認知が、高

齢者の発揮度を規定するという関係がある。問題があれば、そのサイクルを止める対策が必

要になる。これには早い時点で、高齢期のキャリアや役割、周囲との関係を見直すという振

り返りの機会を設けて、意識を切り替えるしかけが必要となる。

　第 2は、職務行動に与える対策の種類の違いである。熟考行動には、「上司意見尊重」と

正の関係があり、尊重行動には「企業成長機会」「上司役割伝達」と正の関係があった。熟

考行動は、日々の業務において、仕事に没頭でき、仕事から喜びを感じられる機会が与えら

れる対策に効果がある。他方で、尊重行動は、これまでの役割に固執させない対策と関連が

ある。特に、新たな役割を探索する機会を提供し、新たな役割を職場で支援する体制を上司

が整える対策に効果があるといえる。

　第 3は、会社よりも上司の対策が、相対的に効果が高いことである。上記「2」で示した

ように、期待する行動に応じて対策は異なるが、会社よりも上司による対策の影響が相対的

に高い。これらの対策の効果は絶対的に高くないが、（上司の管理能力ではなく）上司の対
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策によって、高齢者の職務行動が影響を受けることを意味する。上司が高齢者の役割設定

や支援方法、活用方法の提示に成功すれば、求める行動が期待できる。他方で失敗すれば、

求める行動は期待できなくなる。第 6章・第 7章の議論を総括すると、上司による対策は、

高齢者の職務行動に緩やかに影響を与え、その行動を受けて上司は職場における活用方法と

支援水準を決め、それに応じて高齢者の発揮度が決定するという相互関係がある。戦力化を

図るには、上司が誤ったマネジメントを行えばそれを修正すること、上司の対策が優れてい

ればそれを強化する。人事部や上級の管理職による承認機会を定期的に設ける必要がある。

　更に、相互関係は、今の上司と高齢者の関係から開始されるのではない。高齢者がこれま

でに仕えてきた上司との関係から始まる。高齢期に入る前から、上司と高齢者が今後のキャ

リアや役割の準備・調整を進めることにより、高齢期に戦力化できる確率が高まるものと考

えられる。

4節　議論～第 6章・第 7章を総括して～

　第 6章と第 7章では、高齢者の戦力化を図る対策を検討するために、先進企業の取り組

みの意義をアンケート調査から検証してきた。以下、団塊世代から明らかになったことを整

理し、前川製作所が進めてきた高齢者対策の意義を説明し、本稿の結びとする。

　第 6章では、①高齢者の発揮度を高めるには、上司から支援を受けることが効果的な対

策であること、②上司から高い支援を受け、高齢者も高い発揮度を示す関係を築く場合、現

役世代へのすみわけを意識した行動が期待できること、以上の点を確認した。第 7章では、

①上司からの支援は、高齢者の前年度の職務行動が影響を与えていること、②職務行動の可

塑性は低いこと、③職務行動を変える対策は、会社よりも継続的な上司の支援に効果がある

こと、④①ゆえに早期の対策が必要となるため、今の上司に限らず、高齢期になる前の上司

からの支援も必要になること、以上の点を確認した。

　これらの分析結果を踏まえて、前川製作所が行ってきた「高齢者活性化」8  策の意義を検証

したい。高齢者の活性化の目的は、既に上司と高齢者間で形成された低位活用の状態を、い

ずれも高い水準に引き上げる、いわば高位活用状態への転換をはかることにある。この関係

に転換し、両者が利点を享受できる支援を行うことが人事部に求められる役割となる。検討

すべきは、この関係構築に向けて、何をすべきかである。

　データ分析からは、上司の支援認知が低い原因は、①高い信頼関係にない（期待値が高く

ない、裁量がない）状態にあること、もしくは、②高齢者が尊重行動をとっていなかったこ

と、以上の 2点にある。更に前者の原因は、高齢者の前年度の行動が低位である（尊重行動

と熟考行動が低い）ことにある。
8 前川製作所では「活性化」という用語を使うため、本稿でもそれに準拠する。
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　最初に、調査結果から高齢者の行動の決定要因を整理しよう。すみわけを意識した行動（尊

重）をとる高齢者は、期待水準の高低を問わず、上司から高い支援を受けられる。他方で、

真摯に仕事に取り組む姿勢をもつ高齢者（熟考）は、その実績を基礎に、上司から高い水準

の期待を抱かれる。この役割期待により、上司から高い支援を受けられる。これらの職務行

動を引き出すときに、重要な点は 3つある。

　第 1は、高齢者の行動のうち、前者の尊重行動を引き出す対策である。この行動をとる高

齢者は、高い水準の役割を獲得するプロセスを経ることなしに、上司から信頼される。この

行動を引き出すには、今の仕事に固執し、その仕事への影響力を残そうとするインフルエン

ス活動を回避し、抑制する対策を必要とする。会社側は、現役世代と異なる役割を高齢者に

期待し、その機会を与え、その方向性を提示することが求められる。単に、高齢者に能力開

発機会を提示することを意味しない。役割を共に考え、その役割を確立するための費用と機

会を提供することである。例えば、前川製作所では、高齢者に期待する役割を方針として提

示すること。加えて、新たな役割を探索するために、人生を振り返り、今後、何をすべきか

を考え直し、新たな役割を探索する目的の研修を実施している。

　第 2は、いずれの行動も、前年度の行動から大きな影響を受けることにある。Bauer & 

Green （1996） は従業員の評価が高いと上司の信頼が高くなり、加えてそれが蓄積され、次

期の従業員の評価を高める、またそれを維持する効果を指摘している。今回の調査結果でも、

高齢者の過去の行動が現在の行動を規定するため、問題のある高齢者の行動が変容する時期

が早いほど、早期に上司はその実績をもとに信頼をし、互いの関係を強化できる可能性を示

唆している。仕事の関わり方や態度は、個人に帰する部分が大きい。しかし、自ら気づいて

行動を修正することは難しい。行動を修正するには、外からの働きかけが必要であり、行動

の可塑性の低さを考慮すると、問題があれば、早い時期に対策をおこなうことが望ましい。

　第 3は、関係を維持することである。Bauer & Green（1996） は蓄積に加えて、その関係

を維持する点も議論の範疇に含めている。今回の調査結果が示すように、行動変容を促す対

策も、多少の効果がある。尊重行動は、会社の成長機会・上司の役割伝達と正の関係、熟考

行動は上司の意見尊重と正の関係にあった。一度、高い関係を築き、高齢者が前向きな行動

をおこなっている場合でも、自らが活動する方向性や上司の希望、会社の希望との間にずれ

が生じることになれば、信頼関係は崩れかねない。そのため、定期的に人事部や上級管理職

からの承認を得るという、役割の調整・補正、職務行動の補正機会を設ける必要がある。

　後者 2点にみるように、重要な点は、高齢期からの対策では不十分であり、高齢期に入る

前に対策を行うことである。加えて、上司と部下の関係性が変容する要因もあるため、その

関係を維持する支援も必要になる。このような背景から、前川製作所では、定年前には周囲

からの評価を理解して行動計画を作る研修（「場所的自己発見研修」）を行い、意識の切り替

えを早い時期から意識させること。また定年前から面談機会を設け、上司や高齢者の両者で

高齢期のキャリアを見据えて準備を進めること。更に、定年後は、上司と高齢者の両者に面
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談を行い、①意欲を高め、②役割のすり合わせ、を人事部と共に調整するものと考えられる。

　次に、後者の上司の対策をみよう。職務行動を変容するには、会社の支援よりも上司の支

援に効果が高いことが調査結果から明らかになった。日々の業務で接点をもつのは上司であ

るためと考えられる。尊重行動と正の関連のある期待役割の周知について、前川製作所の管

理能力の高い上司は、新たな役割を提示し、それに向けて周囲からの支援を集める工夫を行っ

ている。例えば、指導役としての高齢者の役割を周知する方法として、本人に役割を伝える

とともに、高齢者と若手を組み合わせて現場に派遣するなど業務分担を通じて暗黙的に高齢

者の役割を伝える方法、更には、指導効果を高めるために、現役世代に教わり方を助言し、

高齢者の役割の機能を高める工夫を行っていた。同様に、熟考行動と正の関連のある意見尊

重については、育成時には、現場の問題に応じて、顧客への折衝方法、業務計画の策定方法、

進捗管理方法、安全対策、機械や電気の技術面の指導に至るまで、講義内容と実施時期に裁

量を与えていた。他にも、みずからの役割を探し、新たな事業に展開できる能力をもつ高齢

者には、上司は成果の評価のみで、そのプロセスに多くの裁量を与えている。

　このように優秀な上司は、自らの裁量とアイディアをもとに、高齢者の能力を活用してい

る。個別対策は、現場の活用状況に即して進めることが望ましい。そして、現場の管理職に

よる、裁量を支援するためにも人事部による承認・調整プロセスを経ることが必要となる。

前川製作所では、①業務内容や人間性を熟知した人材を配置し、高齢者と管理者の両者に活

用方針を提案し、評価や期待役割の設定に齟齬がある場合には調整を図り、問題がなければ

それを承認している。この対策を選択する理由は、分析結果が示すように人事部が現場の管

理職に高齢者活用の裁量を与え、その上司の管理方法を評価し、必要に応じて改善するとい

う後方支援が高齢者の能力を発揮するには効果的であるという判断によるものと考えられ

る。

　調査結果からも、高齢期の「いま」の状態改善に留まらない。高齢者の行動は緩やかに変

容するため、「いま」の上司だけでなく、「現役時代」の上司が果たす役割も大きくなる。前

川製作所が、定年前に面談機会を設けて近い将来高齢者になる従業員の活用状況を把握し、

今後の活用方法を提示させるのは、高齢者本人が期待される役割を見出し、その仕事に真摯

に取り組むことを促すことが、高齢者の戦力化には欠かせないことによる。しかしながら、

プレイングマネージャー化した上司は、時間や労力の資源制約が厳しくなるため、高齢者へ

の支援も困難になる。これゆえ、現役時代の上司に、高齢期を見据えて中高年者の役割を考

えさせる主旨の面談機会を設けることも、人事部が推進すべき重要な対策となる。

（鹿生治行）
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